


















　厚生労働省（2014）によれば、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向け、介護人材は 237
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結果、同意が得られた 1 事業所に所属する訪問介護従事者（事務職員を除くすべての従事者）に
対し、アンケート調査を実施した（2014 年 9 月）。
　アンケート調査は、従事者 84 人に回答用紙を配布し、個別に郵送する方法で回収を行った。
その結果、70 人から回答を得た（回収率 83％）。当該調査では、訪問介護従事者に対し、1 週間
の平均的な就労時間について質問を行った。1 週間当たりの労働時間が記入できる様式（シフト
























そのうち「既婚者」が約 81.4％（57 人）を占めていた。年齢構成は、「20 代」が 2.9％（2 人）、「30 代」
が 5.7％（4 人）、「40 代」が 28.6％（20 人）、「50 代」が 38.6％（27 人）。「60 代以上」が 24.3％（17 人）
であり、「40 代以上」が 90％以上を占める結果となった。生計維持者の別については、「本人が
生計維持者」である場合が 22.9％（16 人）、また、「配偶者が生計維持者」である場合が 75.7％（53
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人）であった。
　従事者の勤務形態については、「正規職員」が 14.3％（10 人）、「非正規職員」が 81.4％（57 人）
であった。さらに非正規職員のうち、「フルタイム」が 14.3％（8 人）、「パートタイム」が 64.3％（45
人）。「その他」が 5.7％（4 人）であった（無回答 4.3％）。勤続年数については、「1 年未満」が 2.9％
（2 人）、「1 年以上 3 年未満」が 5.7％（4 人）、「3 年以上 5 年未満」が 18.6％、「5 年以上 10 年未満」
が 17.1％（12 人）、「10 年以上 15 年未満」が 35.7％（25 人）、「15 年以上 20 年未満」が 12.9％（9 人）、








　次に、70 名の従事者から得られた労働時間データを参照し、従事者の 1 週間当たりの平均労
働時間について確認する（有効データ数は 53 となった）。従事者全体の 1 週当たりの平均労働時
間は、約 14.7 時間となった。この労働時間は、サービス提供時間およびそれに伴って生じる移
動や記録作成時間などを含むものとなっている。　　　　　　　　　
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働時間は約 12.8 時間（標準偏差 6.1 時間）となった（図 1）。両者の平均労働時間の差異は 4.6 時
間となった。なお、これは 1 週あたりの結果であり、月に換算すればその差は約 20 時間となる。
　次に、2 つ目の視点についてみると、主たる生計維持者の収入が 400 万円以上である場合の従
事者の平均就労時間は約 12.1 時間（標準偏差 4.5 時間）となり、また、主たる生計維持者の収入
が 400 万円未満である場合の平均労働時間は約 14.1 時間（標準偏差 8.1 時間）となった（図 2）。
両者の平均労働時間の差異は 2 時間となった。これは上記同様、月に換算すればその差は約 9 時
間となる。
　例えば、介護労働安定センター（2016）によれば、訪問介護における時間給従事者の平均労
働時間は、1 月当たり 59.5 時間となっている。これを週当たりの平均労働時間に換算すれば、約
13.9 時間となる。本調査では、主たる生計維持者が配偶者である場合の 1 週当たりの平均労働時
間は約 12.8 時間、さらに、主たる生計維持者の収入が 400 万円以上である場合の平均労働時間
は 12.1 時間、その収入が 400 万円未満である場合の平均労働時間は 14.1 時間となり、介護労働
安定センターの調査結果と近接する結果となった。　
　このように、本研究結果からは、主たる生計維持者が配偶者である場合の訪問介護従事者の平
均労働時間は、12 ～ 14 時間の間に収れんする傾向にあるといえる。
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